
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年６月29日

【会社名】 株式会社　大利根カントリー倶楽部

【英訳名】 Ohtone Country Club Limited

【代表者の役職氏名】 取締役社長　田　邊　義　博

【本店の所在の場所】 茨城県坂東市下出島10番地

【電話番号】 0297(35)1344(代表)

【事務連絡者氏名】 副支配人　鈴　木　雅　也

【最寄りの連絡場所】 茨城県坂東市下出島10番地

【電話番号】 0297(35)1344(代表)

【事務連絡者氏名】 副支配人　鈴　木　雅　也

【届出の対象とした募集(売出)有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集(売出)金額】 一般募集　62,400,000円

(注)本募集金額は１億円未満でありますが、企業内容等の開示に

関する内閣府令第２条第４項第２号の金額通算規定により、

本届出を行うものであります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 12株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。
　この普通株式は、譲渡制限株式であり、譲渡により
取得するには取締役会の承認が必要となります。
　単元株制度は採用しておりません。

 

(注) １　平成30年６月29日(金)開催の取締役会決議によります。

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 ― ― ―

一般募集 12株 62,400,000 31,200,000

計(総発行株式) 12株 62,400,000 31,200,000
 

(注) １．募集株式については、その全てを発行会社が直接募集いたします。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の

額の総額であります。また、増加する資本準備金の額は、31,200,000円であります。

 

(2) 【募集の条件】

 
発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

5,200,000 2,600,000 １株
自　平成30年７月18日(水)
至　平成31年３月29日(金)

―
自　平成30年９月25日(火)
至　平成31年３月29日(金)

 

(注) １．一般募集の方法により行うものとし、第三者割当は行いません。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であります。資本組入額は、会社法上の増加する資本金の額であります。

３．本募集は、当社が経営をする大利根カントリークラブの正会員(在籍５年以上)１名からの紹介があり、入会

審査を受け大利根カントリークラブの正会員になることが条件となります。

４．本募集に係る申込が募集株式数を超過した場合は、その時点で申込を終了いたします。申込が募集株式数に

満たない場合においても、大利根カントリークラブの会員となるための入会審査を行い、承認された方の数

をもって発行株数といたします。

５．本募集に係る申込方法は、申込期間内に株式申込証を下記申込取扱場所に提出するものといたします。

６．大利根カントリークラブの会員となるためには、上記申込期間である平成30年７月18日から平成31年３月29

日までに、下記申込取扱場所と同一の場所に入会申込書類一式を提出するものといたします。また、会員登

録料(300万円、別途消費税)、預託金(100万円、非課税)および年会費(６万円、別途消費税)が必要となりま

す。なお、年会費は入会月より月割計算となります。
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社　大利根カントリー倶楽部 茨城県坂東市下出島10番地
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社　常陽銀行　岩井支店 茨城県坂東市岩井3289-１
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。
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４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

62,400,000 200,000 62,200,000
 

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 【手取金の使途】

上記の差引手取概算額62,200,000円につきましては、財務基盤強化のためであります。

具体的には、返還義務のある預託金に備えるものであり、返還請求があるまでは、定期性預金および安全性の高

い金融商品等で運用する予定であります。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第60期)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証

券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日(平成30年６月29日)までの間に生じた変更はありません。

なお、当該有価証券報告書には、将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、本有価証券届出書提出日

(平成30年６月29日)現在においてもその判断に変更はなく、また、新たに記載する将来に関する事項もありません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 

有価証券報告書 事業年度(第60期)
自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

平成30年６月29日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成30年６月29日

株式会社　大利根カントリー倶楽部

取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　橋　　本　　裕　　昭  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　上　　原　　義　　弘  

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大利根カントリー倶楽部の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注

記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社大利根カントリー倶楽部の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
その他事項
　会社の平成29年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前
任監査人は、当該財務諸表に対して平成29年６月30日付けで無限定適正意見を表明している。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以 上
　

 

(※) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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